Attraction of International Visitors to Japan in the Reiwa Era by 渡邉 徹
─ 105 ─
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 29 号　（2020 年 1 月 25 日）
令和時代における 
インバウンド誘致のあり方

























跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 29 号　2020 年 1 月 25 日
はじめに
　平成 31（2019）年 4月をもって平成の時代は終わり、翌月から新たに令和の時代が始まった。































り 1年早い平成 2（1990）年に 1,000 万人を突破した（図 1）。
1 ．1 ．2 　平成時代のインバウンドの展開
　昭和末期に起こったアウトバウンドブームを牽引したバブルは平成 3（1991）年に崩壊したが、




































人旅行者数は平成 25（2013）年に 1,000 万人の大台を突破した（図 3）。そこで、政府は平成 26
（2014）年に閣議決定した「「日本再興戦略」改訂 2014 ─未来への挑戦─」の中で、訪日外国人旅






























































































かくして、2020 年に 2,000 万人という目標の達成が視野に入るに至ったことから、政府は平成 28
（2016）年に策定した「明日の日本を支える観光ビジョン─世界が訪れたくなる日本へ─」におい
て、インバウンドに係る目標を再度上方修正した。すなわち、2020 年に訪日外国人旅行者数
4,000 万人、訪日外国人旅行消費額 8兆円、また 2030 年にそれぞれ 6,000 万人、15 兆円を目指す
とした。実際、訪日外国人旅行者数は史上初めて 1,000 万人を超えた平成 25（2013）年以降、毎






費額は総額 4兆 5,189 億円、一人あたりでは 153,029 円であった。同年における日本の一世帯あ














1 ．2 ．2 　国際相互理解の増進
　インバウンドを誘致する今一つの重要性は、国際相互理解の増進に寄与しうることにある。
　国連は、1966 年 11 月 4 日に開催された第 21 回総会において、翌年を「国際観光年」に定める
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由決議した。国際観光は、「世界各国の人々の相互理解を増進し、種々の文明の豊かな遺産に対す
る知識を豊富にし、また異なる文明の固有の価値をより正しく感得させることによって世界平和
の達成に貢献する」2 として、「観光は平和へのパスポート（Tourism, Passport to Peace）」のス
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2 ．2 　コト消費の促進に向けて
　検討会議は、約 5か月にわたる検討を経た平成 30（2018）年 3月に提言（「楽しい国　日本」の
実現に向けて（提言））をとりまとめた。以下、その内容を概観したい。





































（2017）年当時、一人あたりでは 5,000 円余り、訪日外国人旅行消費額に占める割合では 3.3％足
らずであった娯楽サービス費を、OECD加盟国中最も高い豪米と同等の 20,000 円程度まで引き上



























































韓国 中国 台湾 香港 米国 タイ 豪州
日本政府観光局ホームページ  3.1  7.5 18.8 25.4  7.7 23.7 15.7
旅行会社ホームページ  8.8 15.9 19.7 18.2  7.6 20.0 15.2
宿泊施設ホームページ  8.2  8.6 13.5 18.2 16.3 14.7 30.6
航空会社ホームページ  4.3  7.9 11.1 14.3 15.7 11.9 18.3
地方観光協会ホームページ  0.9  4.7 11.4 14.1  5.9  7.0  9.3
宿泊予約サイト 12.3 11.6 10.6 15.1  7.2 15.7 10.8
口コミサイト（トリップアドバイザー等）  5.7 13.8 10.8 16.5 31.0 20.7 41.9
SNS（Facebook/Twitter/微信等） 36.1 25.9 16.1 21.8 11.4 18.2 15.4
個人のブログ 54.5 12.9 37.4 30.0 18.9 19.1 18.5
動画サイト（YouTube/土豆網等）  7.0  5.4  9.8 12.5 21.5 15.7 25.0
その他インターネット 12.5  5.2  5.2  5.0  9.2  7.6 13.4
日本政府観光局の案内所  1.3  1.1  3.4  4.4  1.5 11.9  1.6
旅行会社パンフレット  2.8  9.0  8.5  5.7  2.9 10.7 10.2
旅行ガイドブック 13.5 12.3 11.4 12.6 13.0 13.0 17.9
自国の親族・知人 11.8 19.5 15.8 13.3 26.4 16.3 32.1
日本在住の親族・知人  6.5 11.8  8.3  5.7 33.6 13.6 22.1
旅行の展示会や見本市  0.4  1.0  2.2  1.2  0.7  4.4  0.8
テレビ番組  3.5  7.5 14.3 14.9  4.6  8.8  6.5
新聞  0.3  2.1  2.2  3.5  1.1  1.4  2.1
旅行専門誌  1.7  7.2 13.5 22.5  4.3  9.9  5.0
その他雑誌  0.4  0.7  0.6  1.0  0.5  1.1  0.4
その他  0.7  3.0  1.7  1.2  2.4  0.6  1.2
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